
平成２４年度　佐世保市地域福祉計画・地域福祉活動計画　取り組み評価一覧表 【様式４】

　　　　　　　　　　　　　　　　　 基本目標「1」地域福祉の考え方を広げ、一人ひとりの行動を推進しよう

基本
施策

施策の細目 No 取り組み内容 主体 H21 H22 H23 H24 H25 No 平成24年度実施の具体的な内容 評価ポイント 配点 実績 採点 採点計 判定 各取り組みの評価概要 基本施策の評価 取り組みの実施率

【1】 広報媒体を広げる。（広報させぼ、地域福祉講演会等で案内する）
広報媒体数

5→5
50

広報媒体
5

50

1 ①
【2】 引き続き周知を行い、出前講座への参加団体を増加させる。

参加団体数
3団体→6団体

50
参加団体

１団体
8

【1】
市と社協が、市民を対象とした地域福祉講演会を実施し、市民や福推協推進員、福祉関
係事業者などに参加を呼びかける。

参加者数
135人→300人

60
参加者数
390人

60

【2】
社協の地区担当職員が、地域福祉についての説明を行うため、福推協総会・定例会、生涯学習
推進協議会等に出席する。（昨年度と異なる団体での実施に努める。）

実施地区数
33地区→33地区

30
出席地区数

33地区
30

【3】 市の保健・医療・福祉審議会で、地域福祉に関する進捗状況の説明を行う。
実施回数
０回→１回

10
実施回数

１回
10

【1】
市及び社協ホームページに地域福祉に関する情報を掲載及びホームページの周知を行
う。(市ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞから社協ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞへリンクしています)

更新掲載回数
5回→2か月に1回

40
更新掲載回数

20回
40

②
【2】

市及び社協ホームページに地域における福祉活動の情報を掲載及びホームページの周知
を行う。(市ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞから社協ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞへリンクしています)

掲載地区数
6地区→15地区

40
掲載地区数

19地区
40

【3】 市ホームページに地域福祉に関する情報(会議等)を掲載。 当年度開催数 20
当年度開催数
10回/10回

20

【1】 社協が社協だよりにおいて福推協活動を引き続き紹介する。
掲載回数

年3回→年3回
50

掲載回数
3回

50

【2】
市と社協が、広報させぼ及び社協だよりに地域福祉計画推進委員会（部会等）の開催状況
を掲載する。

掲載回数市・社協
（各2回）

20
掲載回数
市　（1回）
社協（1回）

10

【3】 市が、広報させぼに地域福祉に関する情報を掲載する。
掲載回数

3回
20

掲載回数
4回

20

【4】 社協が社協だよりに地域福祉・ボランティア活動に関する情報を掲載する。
掲載回数

3回
10

掲載回数
3回

10 今後の展望を踏まえたコメント

③
【1】

社協が市内の小・中学校に行ったヒアリング調査の結果を集計及び分析し、その結果に基
づいた学校における福祉教育の推進を支援する。

支援した学校数
0校→25校

50
調査報告書の

完成
25

【2】
社協の地区担当職員が、小・中学校からの依頼に応じ、福祉教育（体験学習など）への講師派遣
を行う。（ボランティア・NPOと連携した取り組みの検討も含む。）

派遣した学校数
13校→25校

30
13校

小学校8校
中学校5校

16 基本施策の判定

【3】 市が小・中学生の夏休みを利用し、福祉用具体験学習を行う。
6日間→6日間

（126名）
20

7日間
（145名）

20 Ａ

【1】 社協がふれあいいきいきサロンへのヒアリング調査及び分析を行う。
実施箇所
0→33ヶ所

30 19ヶ所 17

①
【2】

社協の地区担当職員が各ふれあいいきいきサロンに応じたメニュー開発の為の支援を行
う。

支援箇所
21ヶ所→33ヶ所

30
支援箇所
17ヶ所

15

2
【3】

社協の地区担当職員が現在ふれあいいきいきサロンが休止している江迎、吉井地区２ヶ所
の活動再開を支援する。

活動再開
0ヶ所→2ヶ所

20 ー 0

【4】
社協がふれあいいきいきサロンの遊具貸し出しを、社協だよりや社協のホームページで周知
する。

掲載回数
1回→3回

20
掲載回数

4回
20

②

【1】 社協が「地域福祉の手引き」の情報をシステム化し社協ホームページに掲載する。 掲載・更新 50 ー 0 今後の展望を踏まえたコメント

③
【2】

社協の地区担当職員が地域福祉カルテ（「地域福祉台帳」から名称変更）を年2回更新す
る。

更新地区数
0地区→33地区

50
更新地区数

33地区
50

人材の確保
【1】 社協がボランティア研修会を開催する。

開催回数
1回→2回

50
開催回数

2回
50 基本施策の判定

【2】
社協の地区担当職員が、地域福祉についての説明を行うため、福推協総会・定例会、生
涯学習推進協議会等に出席する。（昨年度と異なる団体での実施に努める。）

出席地区数
33地区→33地区

50
出席地区数

33地区
50 Ｂ

　　　　　　　　　　　　　　　　　 基本目標「2」みんなの行動で、まわりの課題に早く気づき、解決につなげられる地域をつくろう

基本
施策

施策の細目 No 取り組み内容 主体 H21 H22 H23 H24 H25 No 平成24年度実施の具体的な内容 評価ポイント 配点 実績 採点 採点計 判定 各取り組みの評価概要 基本施策の評価 取り組みの実施率

1 ①
【1】

市が「災害時福祉行動マニュアル（仮称）」を作成する。（全体計画）
（24年度作成・25年度実施）

１計画 70 1計画 70

【2】

社協の地区担当職員が各地区の福推協総会や定例会等で災害時福祉支え合い手引きの
説明を実施し広く周知する。（いきいきサロン及びネットワーク支援者のつどい、食事サービス
においての説明も継続する。）

実施地区
0→33地区

30
実施地区
27地区

25

【1】

社協が西天神町公民館・社協の協働により、福祉サポーター（福祉協力員から名称変更）設置のモデル事業を継
続して行い、サポーター数を増やし訪問する。また、ふれあいネットワークと福祉サポーターの整理を行いながら統
一した取り組みとなるように進めていく。
※モデル地区：天神地区西天神町公民館1区
※福祉サポーター：希望世帯への訪問による安否確認、見守り活動をする人。民生委員との兼任は無し、原則2
名体制で訪問。

サポーター数
4名→10名

訪問先
４件→20件

50

サポーター数
12名

訪問先
10件

38

【2】 社協がふれあいネットワークに関するアンケート結果を踏まえ、対応策を検討する。 検討実績 50 ー 0

②
【1】

社協が三川内地区の取り組みをもとに、今後の地域コミュニティケア会議の実施計画をつく
る。

計画の完成 50 ー 0

【2】
社協の地区担当職員が地域課題把握とその解決のための手段として地域コミュニティケア
（仮称）会議が実施されるよう支援する。

実施地区数
1地区→6地区

50
実施地区数

1地区→1地区
0 今後の展望を踏まえたコメント

【1】
社協の地区担当職員が地域包括ケア会議に出席し、地域福祉の必要性について随時説
明を実施する。

実施箇所数
3カ所→4カ所

50
実施箇所数

1カ所
13 基本施策の判定

【2】
社協が、福祉関係事業者に、市と社協で実施する地域福祉講演会への参加を呼びかけ
る。（案内チラシ等を配付する。）

案内回数
1回→1回

50
案内回数

1回
50 Ｂ

　単に障がいの体験学習だけで終わらせることなく、高
齢・障がいに限定しない幅の広い「福祉」について、特
に「交流」を通じた体験が必要ではないか。また、小学
校５年生が福祉を学ぶ学年となっているはずである。
そのようなポイントとなる機会をとらえて働きかけを行う
こと。

　次期計画においても、「ふくし教育」は
重要なポジションを占めてくることになる
と考えられる。このことからも、連携すべ
き地域の活動主体とは、現計画期間中
に一定の認識の共有を図っておいた方
がよい。

住
民
自
ら
の
行
動
を
推
進
し
よ
う

８
デイクラブやふれあいいきいきサロンなどの住
民による交流の場づくりを推進し、その参加者
が増えるように努めます。

市
社協

基礎
調査

基準値
＋5％

前年比
＋5％

前年比
＋7％

前年比
＋7％ 52 Ｃ

　サロンに地域が何を求めているのか、その本質を調査す
ることが必要ではないか。一部のサロンには、カラオケばか
りやるなど内容が偏っているところもあるがそれで良いの
か。話すことだけでも十分で、今後、サロンに何を求め、ど
のようにしていくのか、一定の整理が必要なのではないか。
　また、サロンへの参加は個人の自由であるという側面や、
プライバシーの問題もある。併せて検討すべき。

　計画は、住民自らの
行動を推進するため
に、活動の場づくりや地
域組織とＮＰＯ等との連
携を求めていた。
　
　社会資源のデータ
ベース化や地域カルテ
は、サロン等地域活動
を活性化するための
ツールである。ツールの
整備も重要であるが、
サロン等の地域活動が
どうあるべきかの整理を
今一度行う必要がある
のではないか。

　地域活動は、本質的には住民間交流
がベースにあるが、個々人の生活スタイ
ルも多様化している。このような社会背
景の中、住民間交流に取り込むべき対
象、交流の内容、推進の手法につい
て、しっかりと整理を行っておく必要があ
る。

前年比
＋5％

前年比
＋5％ 61 Ｂ

活動の場と参加しやす
い雰囲気づくり

９
地域住民やＮＰＯなどに、各地区の福推協が
主催する住民座談会への参加を呼びかけま
す。

社協

１
「まちづくり出前講座」の中に地域福祉に関す
るテーマを設け、各地域へ出向いて、市民へ
の意識啓発を図ります。

市 実施

地
域
福
祉
の
考
え
方
を
広
げ
よ
う

７

福祉用具の体験や、高齢者・障がい者の方々
との交流などの機会を通じて、子どもたちの福
祉についての意識啓発を図るとともに、「自分
は地域の一員」という意識のある小中学生が
増えるように努めます。

市
社協

基礎
調査

基準値
＋5％

前年比
＋5％

地域住民の理解を促す
機会づくり

２
市民が地域福祉について身近に感じ、よりわ
かりやすく理解するための講演会や研修会を
実施します。

市
社協

実施

４
ホームページでの地域福祉に関する情報の充
実を図ります。

市
社協

整備

5回

次世代のための意識と
機会づくり

58 Ｂ
　実効性のある周知に関しては、各地区生涯学習推
進会との連携が有効。講座の具体的な内容を示すな
ど、なお、工夫が必要。

　目標は達成されている。
　引き続き理解の促進に向けて取り組むこと

　目標は達成されている。
　引き続き理解の促進に向けて取り組むこと。
　また、「課題」として取り上げているよう、ＨＰにカウント
機能を設け、実際にどれぐらいの方が見ているかの評
価もできるよう、検討を行うこと。

100 Ａ

6回 6回 90 Ａ

　委員会開催の広報はそれほど力を入れる必要はな
く、むしろ地域の取り組みを紹介することが重要。
　特に、広報させぼによる情報提供は続けていただき
たい。

広報手段の活用・充実

５
広報紙（広報させぼ、社協だより）を通じて地
域福祉の情報提供の機会の確保に努めま
す。

市
社協

4回 5回

更新 100 Ａ

地域組織による積極的
な活動とＮＰＯなどとの
連携

【2】
社協が各地区の福推協が関わって実施される住民座談会やイベント、講演会等を社協
ホームページ及び社協だよりを活用し案内する。

社協だより
年3回

ホームページ
随時

50

社協だより
年3回

ホームページ
随時（16地区）

7地区
9地区

39

89 Ａ

　目標は達成されている。
　引き続き理解の促進に向けて取り組むこと。
　また、「課題」として取り上げているよう、ＨＰにカウント
機能を設け、実際にどれぐらいの方が見ているかの評
価もできるよう、検討を行うこと。50

【1】
社協の地区担当職員が、各地区の福推協が関わって実施される住民座談会やイベント、
講演会等に地域住民が参加するよう、地域の各種団体の会議等で案内する。

100

案内地区数
実施地区数

50

１０

各地域の中で様々な分野で活動されている
方々の情報を、リスト化するなどして把握し、そ
れを活用した地域としての活動を広げていきま
す。

社協 検討 実施 見直し 50 Ｃ
　社会資源情報のデータ化は重要なこと。次期計画に
盛り込んで確実に実行すること。

検討 実施

Ａ

　目標は達成されている。
　「取組内容」では、「幅広い世代」に呼びかけることを
求めており、ＮＰＯ（目的別）や高校・大学のボランティ
アサークルなどとの連携を通じた活動も必要ではない
か。

１２

災害時に、支援が必要な方々にどのような支
援を行い、当事者の方々自身はどのように行
動すべきかを示す「災害時福祉行動マニュア
ル（仮称）」の作成を進めます。

市
社協

検討 検討地域住民による情報
収集の促進

１３
「ふれあいネットワーク」の周知と機能の強化を
図ります。

社協 実施

作成 検証
　災害時要援護者支援マニュアルについては、情報共
有について配慮しながら、浸透に努めること。

１１
ボランティア研修会などを実施し、幅広い世代
の方々に地域福祉活動への積極的な参加を
呼びかけます。

社協 実施

地
域
内
で
連
携
し

、
情
報
を
共
有
し
よ
う

１４

地区ごとに「地域コミュニティケア会議（仮称）」を実
施し、市、社協、事業者のほか、地域の活動団体や
民生委員・児童委員などを含めた、地域を切り口とし
た多様な主体によるネットワーク化の促進を図りま
す。

社協 調整

モデル
地区
設置

（3地区）

3地区 6地区

Ｂ１５

各分野においてサービスを提供する事業所の
方々を対象に、地域福祉の必要性や各分野
の制度・サービスを学ぶための講演会や研修
会を実施します。

社協 検討 1回 2回 3回

見直し 95 Ａ

地域住民と専門機関に
よる連携の促進

　福祉関係事業者に、地域福祉講演会等に参加して
もらうことも重要であるが、各地域で行われている実践
活動についても周知し、地域福祉活動の現場を見ても
らうことも必要ではないか。

38 Ｄ
　現状分析等、ふれあいネットワークへの対応について
努力はされているようである。形にできるよう引き続き
取り組んでいただきたい。

6地区 0

　結果として、評価は低くなったが、介護保険制度によ
り地域包括ケア会議は、制度的に実施されることとな
り、地域福祉としての目標ではなくなったが、所期の目
的は達成されていると考えてよいのではないか。

Ｅ

3回
（見直
し）

63

　災害時要援護者やふれ
あいネットワーク等、個々
人のコアな情報を共有し、
専門的観点から支援して
いくことがこの施策の本質
である。

　情報の共有は、個人情
報の観点から難しい部分
もあるが、地域での見守り
を推進するには思い切った
取り組みも必要。個人の支
援に何が必要なのか、研
究を深めていただきたい。
　
地域コミュニティケア会議
については、介護保険制
度により制度として実施さ
れているものと考えられ
る。

　個人を支援するための取り組みとして、
ケア会議と講演会を予定していたが、既に
制度化された部分もあるため、再度検討
し、第2期計画で整理すること。

　計画は、地域福祉の考え
方を広めるために、地域住
民にその機会をつくることや
広報手段の活用・充実を求
めていた。

　昨年に比べて、目標に対
する活動量は十分に確保さ
れていると考えられる。

　一部、目標を下回る部分
が散見されるが、これらは、
地区生涯学習推進会等の
地域の有力な活動主体を活
用しきれていなかったり、地
域の実情に合った内容に
なっていないことなどが要因
と考えられる。

　地域福祉に係る意識の向
上については、福祉を分野ご
とに分けて実施するのではな
く、横断的に、本質的な内容
をしっかり整理した上で、活
用主体と手段について工夫
しながら実践していただきた
い。

意識づくり部会 １３項目 

0

50

100

(1)出前講座に

よる周知に対す

る取り組み 

(2)講演会・研修

会の実施 

(4)ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞで

の周知活動 

(5)広報紙での 

周知活動 

(7)福祉に関す

る年少者への

意識啓発 

0

50

100

(8)デイクラブ・

サロン等の交

流の場づくり推

進 

(9)住民座談会 

への参加呼び

かけ 

(10)地域情報

の集約・把握 

(11)ボランティ

ア参加促進 

0

50

100

(12)災害時福

祉行動ﾏﾆｭｱﾙ

(仮称(案))の作

成 

(13)ネットワー

クづくりの取り

組み 

(14)地域コミュ

ニティケア会議

の実施 

(15)ｻｰﾋﾞｽ提供

者への意識啓

発 

1 / 3 



平成２４年度　佐世保市地域福祉計画・地域福祉活動計画　取り組み評価一覧表 【様式４】

　　　　　　　　　　　　　　　　　 基本目標「2」みんなの行動で、まわりの課題に早く気づき、解決につなげられる地域をつくろう

基本
施策

施策の細目 No 取り組み内容 主体 H21 H22 H23 H24 H25 No 平成24年度実施の具体的な内容 評価ポイント 配点 実績 採点 採点計 判定 各取り組みの評価概要 基本施策の評価 取り組みの実施率

2 ①
【1】

社協がモデル地区と協働で福祉サポーター養成講座を実施し、新たな福祉サポーターを
養成する。

福祉ｻﾎﾟｰﾀｰ数
4人→10人

40
福祉サポーター

12人
40

身近な相談相手づくり
【2】

社協が民生委員及び公民館役員等と連携して福祉サポーターの活動を周知し、福祉サ
ポーターの活動訪問先を増やす。

訪問先
4件→20件

10
訪問先
10件

5

【3】
社協がモデル地区と協働で福祉サポーターによる定例会を実施する。
（地域主導による実施に向け公民館役員等の参加をはたらきかける。）

実施回数
7回→12回

10
実施回数

12回
10

【4】 社協が福祉サポーターの活動手引き書を作成する。 手引書の完成 10 作成 10

【5】 社協が福祉サポーターを対象とした先進地視察研修を実施する。
実施回数
0回→1回

10
実施回数

1回
10

【6】 社協がモデル地区での福祉サポーターの取り組みについて検証する。 検証結果を出す 20 検証を実施 20

【1】
社協が公民館だより・社協だより・社協ホームページ・マスコミを活用し、福祉サポーターの
広報活動を実施する。

実施回数
2回→4回

30
実施回数

7回
30

【2】
社協が民生委員及び公民館役員等と連携して福祉サポーターの活動を周知し、福祉サ
ポーターの訪問先を増やす。

訪問先
4件→20件

60
訪問先
10件

30

②
【2】 社協が福祉サポーターが活動中に着用するベストを作成する。 ベストの作成 10 作成 10

相談窓口の充実
【1】 社協が社協ホームページ・社協広報紙で総合相談窓口について掲載する。

掲載回数2回→6回
（社協ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

と広報紙）
40

掲載回数
1回

20 今後の展望を踏まえたコメント

【2】

社協が関係機関、団体との会議の場で総合相談窓口をＰＲする。
※社会福祉士会・精神保健福祉士会・司法書士会・地域包括支援センター・自立支援協
議会、当事者団体等

実施回数
16回→20回

50
実施回数

24回
50

【3】 社協が総合相談窓口をＰＲするためのチラシを作成する。 チラシの作成 10 ー 0

【1】 社協が「地域福祉の手引き」の情報をシステム化し社協ホームページに掲載する。 掲載・更新 30 ー 0

【2】 社協が社協の相談窓口に寄せられる相談件数を増やす。 前年比10％ 30
5,053件

（目標6,514件） 23 基本施策の判定

【3】 社協が対応した相談内容の分析を行い、結果をもとにした事業を研究する。
分析結果を出し

事業の研究
40

分析結果を出し事業
の研究を実施 40 Ｂ

3
【1】

社協の地区担当職員が福推協の会長連絡会や定例会で、引き続きふれあいいきいきサロ
ンの開設を働きかける。（他の地域の各種団体の会合等も含む。）

実施地区数
33地区→33地区

40
実施地区数

33地区
40

【2】 社協がふれあいいきいきサロンへのヒアリング調査及び分析を行う。
実施箇所数

0カ所→33カ所
40

実施箇所数
19カ所

23

①
【3】

社協の地区担当職員が現在ふれあいいきいきサロン活動が休止している江迎、吉井地区２
カ所の活動再開を支援する。

活動再開
2ヶ所

20 ー 0

気軽に集まれる場所づ
くり 【1】

市・社協が「地域のお茶の間づくり（仮称）」に関する先進地視察を行う。
（熊本市・地域の縁がわ）

視察実施 20 視察実施 20

【2】 市・社協が「地域のお茶の間づくり（仮称）」実施場所等の調査項目を設定する。 調査項目の設定 20 ー 0

【3】 市・社協が「地域のお茶の間づくり（仮称）」実施場所の調査を行う。 調査実施 20 ー 0

【4】 市・社協が「地域のお茶の間づくり（仮称）」の具体的な事業計画を作成する。 事業計画の完成 40 ー 0 今後の展望を踏まえたコメント

②
【1】 社協が平成23年度に実施した現状調査の結果を分析する。 分析結果を出す 40 分析を実施 40 基本施策の判定

コミュニケーションの場
の活用 【2】

社協が各地区のあいさつ運動が継続して実施されるよう、【１】の分析結果に基づいた支援
を行う。

支援の実施 60 一部実施 30 Ｃ

4 ①
【1】

社協が声の社協だよりのサンプルテープ・ＣＤを社協事務局(1)と老人福祉センター(3)へ設
置し、市民（福祉団体等）への周知を行う。

設置場所
3→4箇所

10
設置場所

4箇所
10

【2】 社協が視覚障害者協会会員（希望者）に、ボランティア情報誌（点訳分）を送付する。 希望者への送付 40 送付８名 40

【3】
社協が社協ホームページに音声言語システムを導入することについて平成25年度までに
検討する。

検討結果を出す 40 検討途中 20

【4】 市は引き続き、市ホームページの現行レイアウト等を維持する。
保健福祉部ｺﾝﾃﾝﾂｱ

ｸｾｽ件数前年比
＋10%

10
715,898件

(目標 898,574件） 5

【1】 社協が社協ホームページ・広報紙で日常生活自立支援事業について掲載する。
掲載回数
2回→6回

20
掲載回数

1回
10

②

【2】

社協が関係機関、団体との会議の場で日常生活自立支援事業をＰＲする。
※社会福祉士会・精神保健福祉士会・司法書士会・地域包括支援センター・自立支援協
議会、当事者団体等

実施回数
16回→20回

30
実施回数

24回
30

【3】

市が成年後見制度のパンフレットを配付設置している保健福祉部各課に引き続き周知を図る。
現在制度の案内を市民に対して行っている担当課：長寿社会課・障がい福祉課（パンフレット設置
課：生活福祉課・健康づくり課・生活衛生課・保健福祉政策課・急病診療所・宇久保健福祉セン
ター・子ども保健課・子ども支援課・子ども育成課・子ども政策課）

引き続き
周知を行う

（10課→10課）
40

引き続き10課へ
周知した

（Ｈ24.8実施）
40

【4】 市は引き続き、市ホームーページによる成年後見制度の周知を行う。
成年後見制度
アクセス件数
前年比＋10%

10
646件

（目標915件）
5

【1】 社協が前年度に寄せられた苦情の解決結果を社協ホームページで公開する。
実施回数
1回→1回

10 ー 0

【2】 社協内部においてサービス向上委員会を開催し、苦情内容の報告や検証などを行う。
委員会の開催回数

0回→1回
40 ー 0 今後の展望を踏まえたコメント

【3】
市が市民の方々へ、市の長寿社会課に介護サービス事業所の苦情相談窓口が設置してあ
る旨のお知らせをする。(広報させぼ等)

年2回 10 年12回 10

【4】
市が介護保険利用者へ通知している給付費通知等に、施設に関する苦情相談窓口設置のお知ら
せを明記し苦情が寄せられた際、迅速に対応する。(担当課：長寿社会課)

対応件数
苦情件数

40
949
949

40

③
２６

利用者によるサービス評価制度の導入につい
て検討します。

市
基礎
調査

検討 【1】 ー ー － ー － ー ー － 基本施策の判定

サービスの評価体制の
確立 ２７

第三者評価機関を持つ事業者数ならびにそ
の公表を行っている事業者数が増えるように
努めます。

市
基礎
調査

基準値
＋5％

前年比
＋5％

前年比
＋5％

前年比
＋5%

【1】 ー ー － ー － ー ー － Ｂ

ふ
れ
あ
い

、
交
流
の
場
を
つ
く
ろ
う

気
軽
に
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
で
き
る
よ
う
に
し
よ
う

み
ん
な
が
相
談
し
や
す
い
地
域
を
つ
く
ろ
う

サービスの情報提供の
充実

見直し

市
社協

検討 検討
モデル
実施

実施 見直し

２５
福祉サービスにかかる苦情相談体制の充実を
図ります。

市
社協

検討 実施

　個々人の不安や課題を解決し、地域
のネットワークに取り込んでいくことは、次
期計画の重要な柱として取り組んでい
かなければならない。
　そのためにも、モデル地区の成果を活
かして今後の取り組みに反映させ、具
体的に進めていくことが必要。
　また、その周知についても充実させて
いかなければならない。

Ｂ

　もう少しＰＲの方法を考えてみてはどうか。ホーム
ページのアクセスカウントの増加には限界があると思わ
れる。引き続き見やすさを追求することは重要である
が、一方でコンテンツ（中身・内容）の充実を図ることも
重要。目標達成に向けて工夫していただきたい。

Ｃ

　内部で分析されているようなので、目的的には充足し
ているのではないかと思われる。
　しかし、苦情への対応や分析結果をサービス向上委
員会を開催して報告、検討することが重要であり、その
ことが、苦情相談体制の充実につながるのではない
か。

20 Ｄ

Ａ

Ｂ

　制度としてなくなった後のデイクラブをサロンに取り込
んでいくことも必要ではないのか。そのためにも調査分
析は重要で、今後サロンをどのような形にしていくのか
検討する必要がある。

　現実問題として、地域のお茶の間を作るには大変な
手間がかかる。実施主体、独自財源、場所、継続性
の担保等、事業計画的なものを作ることが、まずは必
要ではないか。

Ｂ
　あいさつを通したコミュニケーションは重要なことであ
る。できる部分は実行されている。引き続き着実に推
進していただきたい。

75

検討
モデル
地区
実施

実施 見直し 70 Ｂ

　住民の身近な相談相手としての福祉サポーターの活
動を広く周知し、認知度を高めることが必要。
　地域のたよりやマスコミを活用するなど、様々な媒体
を活用した広報活動に努めること。

１８
広報活動を通じて、相談窓口の認知度の上昇
を図ります。

市
社協

基礎
調査

前年比
＋5%

前年比
＋5％

前年比
＋7%

前年比
＋7% 70 Ｂ

　社協だよりで相談に関する事業を特集して掲載したこ
とは評価できるが、相談窓口は大事なことなので、しっ
かり周知することが重要。まだ、十分に知られていな
い。
　周知の方法として、簡単な内容を、見やすい部分に
何回も載せる、というのが効果的。検討を。

Ｂ
　目標は達成されている。集計・分析の結果を十分に
活用すること。

１６

身近な生活範囲ごとに、その範囲内に暮らす
支援が必要な方々の見守りや声かけなどを行
う『福祉協力員』の役割を果たす人の発掘に
取り組みます。

社協 検討
モデル
地区
実施

実施 95 Ａ

　福祉サポーター数が増えるなど、それぞれの取り組
みが目標達成できており評価できる。
　住民への周知に努め、訪問先を増やしていくことが必
要。なお、地域で行われている他の活動との違いを明
確にし、住民の混乱をまねかいないように努めること。

１７
住民が身近に感じる地域の中に、相談窓口が
設置されることを推進します。

市
社協

基礎
調査

１９
総合相談窓口について検討し、開設を目指し
ます。

社協 検討 開設

70

63

２０
デイクラブやふれあいいきいきサロンの実施場
所の増加を図ります。

市
社協

130ヶ所 200ヶ所 276ヶ所 検証 見直し 63

２１

視覚、聴覚に障がいのある方などにも配慮しな
がら、ホームページや広報誌などを利用した、
サービスについての情報提供の充実に努めま
す。

市
社協

実施 見直し

地域内の公民館や空き店舗などを利用し、
「地域のお茶の間づくり（仮称）」と題した地域
内での交流の場所づくりを推進します。

見直し

２４
成年後見制度および日常生活自立支援事業
についての周知を図ります。

市
社協

実施

２２
福推協と連携したあいさつ、声かけ運動を推
進します。

社協 検討 実施

　紙面の都合もあり、「社協だより」で詳しい制度の説明
を行うのには限界がある。もう少しホームページを活用
してはどうか。

50

85
サービスを適正に受けら
れる機会の確保

２３

　次期計画においては、様々な福祉サービス
について、利用を希望する人が利用できる環
境にあるかを検証してその実態を把握し、ま
た、その多様な福祉サービスの供給主体に
ついても検討していくべきである。
　なお、そのことは広く周知することを前提と
するものでなければならない。

　計画は、気軽に相談できる
地域づくりとして身近な相談
窓口の設置とその機能の充
実を求めていた。

　活動量からみた目標は概
ね達成されているようである
が、本施策は、住民の不安
をいかに吸い上げ、解決して
いくかというところにある。

　そのためには、福祉サポー
ターや相談窓口など、住民
の声を拾ういくつかの活動が
連携し合うことは当然のこと、
社会福祉資源データベース
や地域福祉カルテ（地域の
統計情報や社会資源などを
まとめたもの）と有機的に連
動させて、実際に地域住民
の不安や課題を取り除いて
いくことを忘れてはならない。

　このような視点を持ちつ
つ、引き続き活動に取り組む
こと。

　計画は、気軽に集まれる場
所・機会を増やし、その機能
を充実させることを求めてい
た。

　今回の評価結果からもわ
かるように、現実的で、継続
性のある仕組みの構築は極
めて難しい問題で、まずは、
事業計画的なものを作り、そ
れを検証することから始めて
はどうか。

　計画は、サービス内容充実
と福祉サービスの利用機会
確保を求めていた。

　あらゆる場面で、視覚・聴
覚等障がいのある方への配
慮は行っていかなければなら
ないが、重要なのは、やは
り、適切なサービスにつなげ
ること、そして、そのサービス
が適切に利用されることであ
る。

　地域福祉計画の中では、
成年後見等、利用に関する
手続きを支援することを主体
的に行っていくことが重要で
あることを述べており、これを
広報することもさることなが
ら、利用できる環境にある
か、これを検証することも必
要ではないか。

　さらに、苦情相談窓口はす
べての市民に開かれたもの
でなければならず、広く周知
に努めるべきであり、結果に
ついても、必要な部分は
サービス向上委員会等で共
有すべきである。

　ふれあい・交流の場づくりは、これからの地域福祉
活動の重要な柱である。まずは、様々な方法を検
討しながら、具体的な計画をつくることが必要。
　また、既存のサロン活動についても支援を強化し、
その充実を図るべきである。

地域づくり部会 １２項目 

0

50

100

(20)実施場所

増加に向けた

取り組み 

(21)地域内での

交流の場づくり

推進 

(22)福推協活

動の推進 

％ 

0

50

100

(16)福祉サ

ポーター設置

への取り組み 

(17)福祉サ

ポーター活動

の推進 

(18)総合相談

窓口の周知活

動 

(19)総合相談 

窓口の充実 

0

50

100

(23)ﾎｰﾑﾍﾟｰ

ｼﾞ・広報紙での

福祉ｻｰﾋﾞｽ情

報提供 

(24)ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 

での成年後見 

制度等の周知

活動 

(25)苦情相談

体制の充実 

(26)利用者に

よるｻｰﾋﾞｽ評

価制度検討 

(27)第三者評

価の推進 

100％ 
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平成２４年度　佐世保市地域福祉計画・地域福祉活動計画　取り組み評価一覧表 【様式４】

　　　　　　　　　　　　　　　　　 基本目標「2」みんなの行動で、まわりの課題に早く気づき、解決につなげられる地域をつくろう

基本
施策

施策の細目 No 取り組み内容 主体 H21 H22 H23 H24 H25 No 平成24年度実施の具体的な内容 評価ポイント 配点 実績 採点 採点計 判定 各取り組みの評価概要 基本施策の評価 取り組みの実施率

【1】
社協が福推協推進員を対象とした研修会（福推協の目的や役割等）を実施し、推進員の意
識を高める。

参加地区数
11地区→33地区

40
参加地区数

33地区
40

5
【2】 社協が福推協会長連絡会を実施する。

実施回数
年1回→2回

30
実施回数　年2回

（H24.7.11)
(H25.3.22）

30

①
【3】 社協が福推協会長を対象とした先進地（予定：都城市）視察研修を実施する。

実施回数
年1回→年1回

30
実施回数

年1回
（H24.9.27～28）

30

役割の明確化
【1】

社協が福推協推進員の研修会で、福推協だよりの発行に向けての基本様式や作成手順等
の情報提供を行う。

提供地区数
33地区→33地区

30
提供地区数

33地区
30

【2】
社協が福推協推進員を対象に、よりよい紙面づくりのための広報研修会を実施し参加を呼
びかける。

研修参加地区数
3地区→10地区

30
研修参加地区数

12地区
30

【3】 社協が社協だよりにおいて福推協活動を引き続き紹介する。
掲載回数

年3回→年3回
20

掲載回数
年3回

20

【4】
社協が社協ホームページに福推協活動等（ｲﾍﾞﾝﾄ的な取り組み、総会や定例会等の様子）
を掲載する。(市ホームページから社協ホームページへリンクしています)

掲載地区数
6地区→33地区

20
掲載地区数

16地区
9

【1】
社協の地区担当職員が、各地区の福推協で総会とは別に定例的な会議が実施されるよう
働きかける。

定例会実施地区数

9地区→33地区
40

定例会実施地区数

12地区
14

【2】
社協の地区担当職員が整理した地区地域福祉活動計画の進捗状況を基に、実践に向け
ての具体的計画（プランニング）を立てる。

計画地区数
0地区→31地区

30
計画地区数

21地区
19

②
【3】

社協の地区担当職員が地域課題把握とその解決のための手段として地域コミュニティケア
（仮称）会議が実施されるよう支援する。

実施地区数
1地区→6地区

30
実施地区数

1地区
0

活動の活性化
【1】

社協の地区担当職員が、各地区の福推協の定例会等で福推協活動の手引きを説明す
る。

実施地区数
27地区→33地区

50
実施地区数

33地区
50

【2】
社協が行う福推協推進員を対象とした研修会（福推協の目的や役割等）に、福推協推進
員の参加を呼びかける。

研修参加地区数
11地区→33地区

30
研修参加地区数

33地区
30

【3】 社協が福推協推進員に地域福祉講演会への参加を呼びかける。
参加地区数

26地区→33地区
20

参加地区数
29地区

17

【1】
社協の地区担当職員が、福推協だよりや公民館だより等の紙面に地域住民の実践活動の
紹介が掲載されるよう支援する。

掲載地区数
10地区→31地区

50
掲載地区数

12地区
19

【2】
社協が地域住民に実践活動への参加を呼びかけるため、社協だよりや社協ホームページで
福推協活動の紹介を行う。（市ホームページから社協ホームページへリンクしています）

社協だより
年3回

ホームページ
随時

40

社協だより
年3回

ホームページ
随時（16地区）

40

【3】
社協の地区担当職員が地域の各種会合（生涯学習推進委員会、ＰＴＡの会合、学校連絡
会等）に出席し、計画に基づく実践活動への参加を呼びかける。

出席地区数
31地区

10
出席地区数

14地区
4

【1】 社協の地区担当職員が、各地区の福推協の定例会等で福推協活動の手引きを説明する。
実施地区数

27地区→33地区
40

実施地区数
33地区

40

③
【2】 社協が福推協会長連絡会を実施する。

実施回数
年1回→年2回

20

実施回数
年2回

（H24.7.11）
（H25.3.22）

20 今後の展望を踏まえたコメント

【3】 社協が福推協会長を対象とした先進地（予定：都城市）視察研修を実施する。
実施回数

年1回→年1回
20

実施回数
年1回

（H24.9.27～28）

20

【4】
社協が行う福推協推進員を対象とした研修会（福推協の目的や役割等）に、福推協推進
員の参加を呼びかける。

研修参加地区数
11地区→33地区

20
研修参加地区数

33地区
20

【1】
社協の地区担当職員が地域福祉カルテ（「地域福祉台帳」から名称変更）を年2回更新す
る。（実態把握をし、福推協と一部共有した上で関わりの強化を図るため。）

更新地区数
0地区→33地区

60
更新地区数

33地区
60 基本施策の判定

【2】 社協の内部において地区担当職員による事例検討会（勉強会）を実施する。
実施回数

1回→12回
40

実施回数
7回

23 Ｂ

　　　　　　　　　　　　　　　　　 基本目標「3」みんなで地域福祉活動に取り組もう

基本
施策

施策の細目 No 取り組み内容 主体 H21 H22 H23 H24 H25 No 平成24年度実施の具体的な内容 評価ポイント 配点 実績 採点 採点計 判定 各取り組みの評価概要 基本施策の評価 取り組みの実施率

1 ①
【1】

社協が福推協推進員の研修会で、福推協だよりの発行に向けての基本様式や作成手順等
の情報提供を行う。

提供地区数
33地区→33地区

60
提供地区数

33地区
60

地区地域福祉活動計
画の周知 【2】

社協が福推協推進員を対象に、よりよい紙面づくりのための広報研修会を実施し参加を呼
びかける。

参加地区数
3地区→10地区

40
参加地区数

12地区
40

②

【1】
社協の地区担当職員が、各地区の福推協が関わって実施される住民座談会やイベント、
講演会等に地域住民が参加するよう、地域の各種団体の会議等で案内する。

案内地区数
実施地区数

50
7地区
9地区

39

地区地域福祉活動計
画の実践 【2】

社協が各地区の福推協が関わって実施される住民座談会やイベント、講演会等を社協
ホームページ及び社協だよりを活用し案内する。

社協だより
年3回

ホームページ
随時

50

社協だより
年3回

ホームページ
随時（16地区）

50

③
【1】

社協の地区担当職員が地域福祉カルテ（「地域福祉台帳」から名称変更）を年2回更新す
る。（実態把握をし、福推協と一部共有した上で関わりの強化を図るため。）

更新地区数
0地区→33地区

50
更新地区数

33地区
50 今後の展望を踏まえたコメント

【2】
社協がモデル地区（４地区）及び策定から5年目を迎える地区（10地区）で随時検証を進め
る。

検証地区数
1地区→14地区

50
検証地区数

1地区
4

【1】
社協が福推協と社協の役割や関係性などついて、社協の地域福祉推進委員会や福推協
会長等と検討して整理し明確にする。

整理実績 60 整理実績 60 基本施策の判定

【2】

取り組み内容35の検証結果を基に、社協が「地区地域福祉活動計画」の見直し方法を検
討し確立させる。
（検証はモデル地区4地区及び策定から5年目を迎える地区10地区の計14地区で行う）

見直し方法の
確立

40 ー 0 Ｂ

地
区
ご
と
の
地
域
福
祉
活
動
計
画
を
実
践
し
よ
う

実施

89 A

　事前に設定した目標に対しては、概ね成果を挙げて
いると思われる。
　計画策定時に行なった座談会（お茶の間トーク）と同
様の取組は行なっていない。計画上の座談会は、イベ
ントや講演会等と捉えて、これらを中心に広報を行なっ
ていくべきである。

　計画は、地区活動計
画の実践のための周知
と参加呼びかけ、さらに
計画見直しの手法につ
いての検討をすることを
求めていた。

平成２４年度において
は、一定の活動量は確
保できているが、検証・
見直しを行うための手
法については、未だ確
立されておらず、早急
な取組が必要である。

63 B

　事前に設定した目標に対しては、概ね成果を挙げていると思
われるが、まずは、活動が行われなければならない。そのため
には意欲が湧くような取り組みが必要で、例えば他の福推協の
活動を実際に見るなど、地域間の連携を深めるような仕掛けを
作ってははどうか。本年度から福推協会長連絡会を実施して
いくこととされているので、その中で、他地域の活動の実施予定
等お知らせし、福推協間の交流を促す試みをしてはどうか。
　また、ＨＰでの広報については、閲覧回数をチェックし、その増
減を図るなど、どれだけ見られているかの評価の視点も必要。
その上で、見やすさについても検討すること。

A

100 A

　事前に設定した目標に対しては、十分な成果を挙げ
ている。ただし、本来の目的は、社協と福推協との役割
の明確化、これを踏まえた社協と福推協の関係強化
である。このことを住民に対して周知していくわけで、研
修会等はあくまで手段であることには留意すること。

計画は、その目的として
地域が主体的に活動で
きるよう側面的に支援
することを求めていた。
平成２４年度において
は、この目標を達成す
るために、福推協だより
の発行支援や地区の
定例会の開催支援が
行なわれた。

　昨年の経験も踏ま
え、事前に設定した目
標については、概ね達
成できているといえる。

　ただし、本施策は福
推協や社協の役割を
地域に知らしめ、或い
は地域活動に繋がる働
きかけを行なうことによ
り、福推協を中心とした
地域活動が活発になる
ことを求めるものであり、
結果として、その目的が
達成されているかという
視点も常に持ちなが
ら、活動を継続していく
ことが重要である。

97 A
　事前に設定した目標に対しては、十分な成果を挙げ
ている。引き続き実施を継続すること。

33 D

　継続した取組が必要。引き続き、実施に向けて取り
組むこと。なお、コミュニティケア会議については、新た
に介護保険において地域包括ケア会議の実施が義務
付けられるなど、計画策定時と状況が変化し、他の機
関や取組で代用できる部分が出てきていることを踏ま
え、本計画の目標として取り組むことについては、検討
を加えること。

89 A

　事前に設定した目標に対しては、十分な成果を挙げ
ている。ただし、広報の紙面等においても、前年分の微
修正で終わらせるのではなく、そもそもの活動、そして、
その活動を、いかに効果的に伝えるかなど、工夫を行
なうことが重要。

２８
福推協の推進員を対象に、組織の役割の再
確認や「地区地域福祉活動計画」の実践に向
けた研修会を実施します。

社協 年3回 年3回 見直し
必要に
応じて
見直し

福
祉
推
進
協
議
会
を
中
心
に
ま
と
ま
ろ
う

２９

「社協だより」や「福推協だより」を通じて、福推
協の役割や活動内容について周知するととも
に、地域住民も福推協を構成する一員である
という意識づくりに努めます。

社協 実施

３１

福推協の役割や活動内容などをまとめた手引
書を作成し、推進員の研修会や定例会などで
周知して、地域福祉推進の担い手という意識
を高めます。

社協
作成
作業

周知

３２
福推協を構成する一員である地域住民に、
「地区地域福祉活動計画」に基づく実践活動
への参加を呼びかけます。

社協

社会福祉協議会との連
携強化

３３
各福推協の活動状況や課題などについて情
報交換を行う機会を設け、各福推協同士の連
携強化と活動の活性化を支援します。

社協 検討 実施

―

　昨年も指摘したとおり、地域ごとの温度差が
あるのは事実であり、これは解消すべきであ
り、先駆的取組を支援することは重要だが、
福推協の本来の役割を明確にすることで、活
動が活発でない地域に対して、活動の必要
性を訴えることができるとともに活動の側面的
な支援ができるものと考えられる。
　成果の測り方も含め、次期計画において
は、これらの視点で計画を整理する必要があ
ると思われる。３４

各地区担当の社協職員が、地域の実情や活
動経過などを記載した「地域福祉台帳（仮
称）」を整備し、その共有や検証を行うことに
よって福推協への関わりを強化します。

社協 実施 83

100 A
　事前に設定した目標に対しては、十分な成果を挙げ
ている。引き続き実施を継続すること。

A

　事前に設定した目標に対しては、十分な成果を挙げ
ている。引き続き実施を継続すること。
　また、発行地区の福推協だよりを他地域に配布する
など、支援の具体的方法を今一度考えること。

３０

「地区地域福祉活動計画」に基づく実践活動
や、地域課題の把握とその解決のための取り
組みなどについて検討するため、各地区の福
推協の推進員による定例会の実施を支援しま
す。

社協
各地区

4回
各地区

4回
各地区

6回
各地区

6回
各地区

8回

各地区の福推協による「福推協だより」などの
広報紙の発行地区数の増加に向けて支援し
ます。

社協 ６地区 ７地区 ８地区 ９地区 １０地区 100

地区地域福祉活動計
画の検証と見直し

B

３５
検証方法を検討し、それに基づいた計画の進
捗状況を検証します。

社協
検証

方法の
検討

検証

３
各地区の福推協が主催する住民座談会の実
施を支援し、地域住民に参加を呼びかけま
す。

社協 検討 実施 見直し

　現計画においては、地区活動計画の
実施に関して直接的な支援（検証・見
直し手法の提示を含む）を行なうことと
しているが、次期計画においては、福推
協のあり方・役割を明確に示すことで、
（見直し等を含めた）独自色のある計画
推進が可能となるのではないか。３６

進捗状況を踏まえながら地区ごとの地域福祉
活動計画の見直しを行います。

社協 ― ― ― 実施 60

54 C

　地域住民の総意による見直しは困難。見直し方法の
確立が急がれる。

　地域住民の総意による検証は困難。モニター制など
地域における意見を吸い上げる手法について検討が
必要。いずれにしても、検証方法の確立が急がれる。

　事前に設定した目標に対しては、概ね成果を挙げて
いると思われるが、福推協との情報の共有（福推協定
例会での意見交換）が重要であるｌことに留意すること。

６

福推協部会 １１項目 

0

50

100

(28)福推協の推

進員に対する

研修会の実施 
(29)広報等を通

じた地域住民

が福推協の推

進員であること

の周知 

(30)各地区で推

進員定例会実

施の支援 

(31)福推協の役

割や活動に対

する意識啓発 

(32)地域住民に

福推協活動へ

の参加呼びか

け 

(33)福推協 

連絡会の実施 

(34)担当職員の 

福推協への 

関わりの強化 

0

50

100

(6)広報紙の発

行地区増加の

支援 

(3)住民座談会 

実施の支援 

(35)地区の進

捗状況を検証 

(36)地区の地

域福祉活動計

画の見直し 

3 / 3 


